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款 03 項 01 目 01

行政コスト計算書 （単位　千円）

事業の人員体制（会計年度任用職員を除く）

指標と単位当たりコスト

①

350△ 807△ 1,158△ 1,481経常収支差額（Ａ）

特別費用 0 0 0 0

事業概要 事務事業評価シート（令和２年度（２０２０年度）事業）

事務事業名 社会福祉審議会の運営 事業類型 調査・企画立案

予算科目 会計 一般会計 民生費 社会福祉費 社会福祉総務費

担当部課 福祉部　福祉政策課

基本計画 施策番号 人とひととが支えあう地域福祉の推進
まち・ひと・しごと

創生総合戦略 － －

根拠法令等 社会福祉法、地方自治法、八王子市社会福祉審議会条例

事業目的
（最終的に目指す状態）

本市の社会福祉に関する重要事項を調査、審議する。

勘定科目 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a) 勘定科目 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a)

経
常
費
用

業
務
費
用

人
件
費

職員給与費 870 0 0 0

賞与・退職手当引当金繰入額 136 140 55 △ 85 国庫支出金 0

868 643 △ 224

経
常
収
入

保険料 0

0

0 0 0

その他 468 144 240 96 都支出金 0 0 0 0

小計 1,474 1,151 938 △ 213 分担金及び負担金 0 0 0 0

物
件
費
等

物件費 7 7 8 1 使用料及び手数料 0 0 0

維持補修費 0 0 0 0 繰入金 0 0 0 0

減価償却費 0 0 0 0 その他 0 0 138 138

その他 0 0 0 0 小計 0 0 138 138

小計 7 7 8 1

そ
の
他
の
業
務
費
用

支払利息 0 0 0 0

徴収不能引当金繰入額 0 0 0 0

0 0 特別収入 0 0 0 0

30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a)

2年度 経　常　費　用

―

0.12人 0.12人 0.09人 △ 0.03人

指標名 単位 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a) 指標値の増減要因

その他 0

小計 0 0 0 0
0000特別収支差額（Ｂ）

350△ 807△ 1,158△ 1,481
本年度収支差額

（Ａ）＋（Ｂ）＝（Ｃ）

0

経　常　収　入

主な内訳 社会福祉審議会委員報酬【240千円】

小計 1,481 1,158 946 △ 212

小計 1,481 1,158 946 △ 212

移転費用 0 0 0 0

②
活動
指標

会議開催回数 回 1 2 3 1
実績による

その他 人件費比率 ％ 99.5 99.4 99.2 △0.3

315,325 △ 263,608

③

単位当たりコスト 円/回 1,481,363 578,934

単位当たりコスト 円/

④
単位当たりコスト 円/

単位当たりコスト 円/
⑤



事業実績

2年度目標
「第３期地域福祉計画」に掲げた施策を適切に実施す
るための、地域福祉専門分科会の適時開催及び計画の
進捗管理

元年度末
時点の課題

専門分科会・部会の連携強化

目標に対する
事業実績

令和2年度(2020年度)開催回数（合計　60回）
■代表者会（3回）
■地域福祉専門分科会（2回）、民生委員審査専門分
科会（1回）、高齢者福祉専門分科会（14回）、障害
者福祉専門分科会（22回）、児童福祉専門分科会（18
回）

課題への対応

代表者会の開催により各分科会の連携が強化
された。

解決

2年度評価 達成
次年度（4年度）

以降の展開
現状維持

今後の取組

3年度目標
「第３期地域福祉計画」に掲げた施策を適切に実施す
るための、地域福祉専門分科会の適時開催及び計画の
進捗管理

2年度末
時点の課題

専門分科会・部会の連携強化

3年度の取組 代表者会を1～2回程度開催予定 4年度の計画 代表者会を1～2回程度開催予定
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款 03 項 01 目 01

行政コスト計算書 （単位　千円）

事業の人員体制（会計年度任用職員を除く）

指標と単位当たりコスト

①

⑤

④
成果
指標

保護司数 人 147 140 137 △ 3
実績による

単位当たりコスト 円/人 27,936 34,767 36,307 1,541

単位当たりコスト 円/

50.4 2.8
実績による

単位当たりコスト ― ― ― ― ―
③

成果
指標

再犯率 ％ 49.3 47.6

単位当たりコスト ― ― ―
②

活動
指標

負担金額 千円 3,939 3,934 3,929 △ 5
実績による

その他 人件費比率 ％ 4.1 19.2 21.0 1.8

― ―

小計 4,107 4,867 4,974 107

小計 168 933 1,045 112

移転費用 3,939 3,934 3,929 △ 5

その他 0

小計 0 0 0 0
0000特別収支差額（Ｂ）

△ 107△ 4,974△ 4,867△ 4,107
本年度収支差額

（Ａ）＋（Ｂ）＝（Ｃ）

0

経　常　収　入

主な内訳 南多摩保護観察協会負担金【3,929千円】

30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a)

2年度 経　常　費　用

―

0.02人 0.07人 0.10人 0.03人

指標名 単位 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a) 指標値の増減要因

徴収不能引当金繰入額 0 0 0 0

0 0 特別収入 0 0 0 0

小計 0 0 0 0

そ
の
他
の
業
務
費
用

支払利息 0 0 0 0

0 0 その他 0 0 0 0

その他 0 0 0 0 小計 0 0 0 0

0

物
件
費
等

物件費 0 0 0 0 使用料及び手数料 0 0 0

維持補修費 0 0 0 0 繰入金 0 0 0 0

減価償却費 0 0

小計 168 933 1,045 112 分担金及び負担金 0 0 0

0

その他 0 0 0 0 都支出金 0 0 0 0

経
常
費
用

業
務
費
用

人
件
費

職員給与費 145 0 0 0

賞与・退職手当引当金繰入額 23 427 330 △ 97 国庫支出金 0

506 715 209

経
常
収
入

保険料 0

0

0 0

事業目的
（最終的に目指す状態）

南多摩保護観察協会に負担金を交付することにより、保護司活動（犯罪者の更生、犯罪予防等）を援護し、犯罪者の減
少を図る。

勘定科目 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a) 勘定科目 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a)

生活安全部　防犯課

基本計画 施策番号 地域で子どもを育てる環境づくり
まち・ひと・しごと

創生総合戦略 － －

根拠法令等 南多摩保護観察協会規約

△ 107△ 4,974△ 4,867△ 4,107経常収支差額（Ａ）

特別費用 0 0 0 0

事業概要 事務事業評価シート（令和２年度（２０２０年度）事業）

事務事業名 南多摩保護観察協会負担金 事業類型 補助・負担・支援

予算科目 会計 一般会計 民生費 社会福祉費 社会福祉総務費

担当部課



今後の取組

3年度目標
犯罪抑止を目的に南多摩保護観察協会に対して
負担金を交付し、保護司活動を援護する。

2年度末
時点の課題

再犯防止の推進の取組による保護司会との
連携

3年度の取組
・負担金の交付により、保護司活動を援護する。
・再犯防止の推進の取組の中で、保護司会と連携を
図る。

4年度の計画

・負担金の交付により、保護司活動を
援護する。
・再犯防止の推進の取組の中で、保護司会と
連携を図る。

目標に対する
事業実績

負担金の交付により、保護司活動を援護した。 課題への対応

組織改正により、業務を児童青少年課から
防犯課に移管した。

解決

2年度評価 達成
次年度（4年度）

以降の展開
現状維持

事業実績

2年度目標
犯罪抑止を目的に南多摩保護観察協会に対して
負担金を交付し、保護司活動を援護する。

元年度末
時点の課題

新たに策定する再犯防止推進計画との連携
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款 03 項 01 目 01

行政コスト計算書 （単位　千円）

事業の人員体制（会計年度任用職員を除く）

指標と単位当たりコスト

①

⑤

④
単位当たりコスト 円/

単位当たりコスト 円/

98.0 0.0
実績による

単位当たりコスト ― ― ― ― ―
③

成果
指標

充足率 ％ 99.0 98.0

単位当たりコスト 円/件 12,497 13,334
②

活動
指標

活動件数 件 10,221 9,575 8,979 △ 596
実績による

その他 人件費比率 ％ 56.4 55.6 54.5 △1.1

13,745 412

小計 127,729 127,671 123,419 △ 4,252

小計 127,729 127,671 123,419 △ 4,252

移転費用 0 0 0 0

その他 9

小計 9 9 13 4
0000特別収支差額（Ｂ）

5,344△ 117,785△ 123,129△ 124,724
本年度収支差額

（Ａ）＋（Ｂ）＝（Ｃ）

9

経　常　収　入

主な内訳 社会福祉委員報酬【52,960千円】

30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a)

2年度 経　常　費　用

―

2.00人 2.00人 1.61人 △ 0.39人

指標名 単位 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a) 指標値の増減要因

徴収不能引当金繰入額 0 0 0 0

13 4 特別収入 0 0 0 0

小計 55,722 56,720 56,150 △ 570

そ
の
他
の
業
務
費
用

支払利息 0 0 0 0

41 △ 123 その他 0 0 1,497 1,497

その他 0 0 0 0 小計 3,005 4,541 5,634 1,092

0

物
件
費
等

物件費 55,571 56,557 56,109 △ 448 使用料及び手数料 0 0 0

維持補修費 0 0 0 0 繰入金 0 0 0 0

減価償却費 151 164

小計 71,998 70,941 67,256 △ 3,685 分担金及び負担金 0 0 0

△ 954

その他 54,150 54,154 54,665 511 都支出金 1,805 2,630 3,178 549

経
常
費
用

業
務
費
用

人
件
費

職員給与費 14,495 0 0 0

賞与・退職手当引当金繰入額 3,353 2,325 1,081 △ 1,244 国庫支出金 1,200

14,462 11,510 △ 2,952

経
常
収
入

保険料 0

0

1,912 958

事業目的
（最終的に目指す状態）

民生委員に関わる事務を円滑に行う。

勘定科目 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a) 勘定科目 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a)

福祉部　福祉政策課

基本計画 施策番号 人とひととが支えあう地域福祉の推進
まち・ひと・しごと

創生総合戦略 － －

根拠法令等 民生委員法、八王子市社会福祉審議会条例、八王子市民生委員推薦会規則

5,344△ 117,785△ 123,129△ 124,724経常収支差額（Ａ）

特別費用 0 0 0 0

事業概要 事務事業評価シート（令和２年度（２０２０年度）事業）

事務事業名 社会福祉委員等の活動 事業類型 補助・負担・支援

予算科目 会計 一般会計 民生費 社会福祉費 社会福祉総務費

担当部課



今後の取組

3年度目標

・欠員の解消

・避難行動要支援者事業との連携

・一斉改選に向けての増員・地区割等の調整

2年度末
時点の課題

・複数欠員がある地区の新任委員推薦のため
の支援

3年度の取組

・推薦会の実施

・災害時に備える民生委員・児童委員マニュアル策定
委員会の開催

・一斉改選への協力依頼等のため町自連との意見交換
を実施

4年度の計画

・令和４年１２月の一斉改選の円滑な実施

・避難行動要支援者事業との連携

・重層的支援体制整備事業との連携

目標に対する
事業実績

・令和4年度の一斉改選時に整理するため、地区会長
に照会し、変更予定の担当区域を定めた。
・令和2年度中に一時増加した欠員について、地区会
長の協力を得ながら、推薦会の実施等により都度解消
をした。

課題への対応

・長年にわたり欠員であった地区に、新任の
民生委員・児童委員を委嘱することができ
た。

一部解決

2年度評価 達成
次年度（4年度）

以降の展開
現状維持

事業実績

2年度目標
担当区域の検証
欠員地区の解消

元年度末
時点の課題

欠員地区の補充
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款 03 項 01 目 01

行政コスト計算書 （単位　千円）

事業の人員体制（会計年度任用職員を除く）

指標と単位当たりコスト

①

⑤

④
単位当たりコスト 円/

単位当たりコスト 円/

5 △ 2
新型コロナウイルス感染拡大による縮小実施

単位当たりコスト 円/校 1,601,066 1,361,868 1,626,795 264,927
③

成果
指標

語り部事業希望校 校 6 7

単位当たりコスト 円/人 32,021 38,132
②

活動
指標

追悼式参加者数 人 300 250 110 △ 140
新型コロナウイルス感染拡大による縮小実施

その他 人件費比率 ％ 48.9 49.3 42.9 △6.4

73,945 35,813

小計 9,606 9,533 8,134 △ 1,399

小計 7,024 7,021 5,825 △ 1,196

移転費用 2,582 2,512 2,309 △ 203

その他 0

小計 64 64 63 △ 1
000△ 1,494特別収支差額（Ｂ）

2,297△ 7,236△ 9,533△ 11,100
本年度収支差額

（Ａ）＋（Ｂ）＝（Ｃ）

0

経　常　収　入

主な内訳
原子爆弾被爆者見舞金【1,750千円】
戦争被害者関係団体補助金【539千円】

30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a)

2年度 経　常　費　用

特別弔慰金受付事務費交付金【473千円】

0.56人 0.56人 0.45人 △ 0.11人

指標名 単位 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a) 指標値の増減要因

徴収不能引当金繰入額 0 0 0 0

0 0 特別収入 0 0 0 0

小計 2,266 2,257 2,271 15

そ
の
他
の
業
務
費
用

支払利息 64 64 63 △ 1

1,014 0 その他 0 0 425 425

その他 0 0 0 0 小計 0 0 898 898

0

物
件
費
等

物件費 1,252 1,243 1,258 15 使用料及び手数料 0 0 0

維持補修費 0 0 0 0 繰入金 0 0 0 0

減価償却費 1,014 1,014

小計 4,695 4,700 3,491 △ 1,209 分担金及び負担金 0 0 0

0

その他 0 0 0 0 都支出金 0 0 473 473

経
常
費
用

業
務
費
用

人
件
費

職員給与費 4,059 0 0 0

賞与・退職手当引当金繰入額 636 651 274 △ 377 国庫支出金 0

4,049 3,217 △ 832

経
常
収
入

保険料 0

0

0 0

事業目的
（最終的に目指す状態）

戦没者・戦災殉難者の慰霊及び戦争被害者の福祉向上を図る。

勘定科目 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a) 勘定科目 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a)

福祉部　福祉政策課

基本計画 施策番号 一人ひとりが尊重される地域社会の構築
まち・ひと・しごと

創生総合戦略 － －

根拠法令等 ―

2,297△ 7,236△ 9,533△ 9,606経常収支差額（Ａ）

特別費用 1,494 0 0 0

事業概要 事務事業評価シート（令和２年度（２０２０年度）事業）

事務事業名 戦争被害者経費 事業類型 補助・負担・支援

予算科目 会計 一般会計 民生費 社会福祉費 社会福祉総務費

担当部課



今後の取組

3年度目標

◆追悼式の挙行
◆語り部事業の拡充
◆戦争被害者団体への活動助成
◆語り部記録映像制作

2年度末
時点の課題

◆遺族会会員の高齢化
◆コロナ禍における事業の実施

3年度の取組
◆追悼式の内容の見直し(会場・参加者等）
◆語り部事業の実施方法の見直し
◆語り部記録映像の効果的な制作の検討

4年度の計画
◆追悼式の挙行
◆語り部事業の拡充
◆戦争被害者団体への活動助成

目標に対する
事業実績

◆令和２年(2020年)10月2日　慰霊塔にて献花式挙行
参列者数　約110人
◆毎月遺族会への委託で慰霊塔周辺清掃
◆戦争体験語り部事業の実施　　5校　334人
◆戦争被害者団体への活動助成
遺族会　　　　　　  400,000円
原爆被爆者団体　139,000円

課題への対応

◆広報等での遺族会入会への促進

未解決

2年度評価 達成
次年度（4年度）

以降の展開
現状維持

事業実績

2年度目標
◆追悼式の挙行
◆語り部事業の拡充
◆戦争被害者団体への活動助成

元年度末
時点の課題

◆遺族会会員の高齢化
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款 03 項 01 目 01

行政コスト計算書 （単位　千円）

事業の人員体制（会計年度任用職員を除く）

指標と単位当たりコスト

①

⑤

④
単位当たりコスト 円/

単位当たりコスト 円/

131 △ 115 新型コロナウイルス感染症の影響により開催場所である
長房ふれあい館が閉館となり、開催数が減少したこと及
び、支援対象者の高齢化により参加できる者が減少した
ため。単位当たりコスト 円/人 322,957 423,103 615,046 191,943

③
成果
指標

日本語教室の
参加人数（延べ数） 人 276 246

単位当たりコスト 円/回 2,875,355 4,163,332
②

活動
指標

日本語教室の開催数 回 31 25 21 △ 4 新型コロナウイルス感染症の影響により開催場所である
長房ふれあい館が閉館となったため。

その他 人件費比率 ％ 13.5 11.6 13.4 1.8

3,836,713 △ 326,619

小計 89,136 104,083 80,571 △ 23,512

小計 13,834 13,531 12,103 △ 1,429

移転費用 75,302 90,552 68,468 △ 22,084

その他 0

小計 0 0 32 32
0000特別収支差額（Ｂ）

26,363909△ 25,454△ 27,032
本年度収支差額

（Ａ）＋（Ｂ）＝（Ｃ）

0

経　常　収　入

主な内訳 中国残留邦人等支援費【68,468千円】

30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a)

2年度 経　常　費　用

―

0.66人 0.66人 0.45人 △ 0.21人

指標名 単位 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a) 指標値の増減要因

徴収不能引当金繰入額 0 0 0 0

32 32 特別収入 0 0 0 0

小計 1,810 1,493 1,267 △ 226

そ
の
他
の
業
務
費
用

支払利息 0 0 0 0

0 0 その他 3,694 3,726 5,169 1,442

その他 0 0 0 0 小計 62,104 78,629 81,480 2,851

0

物
件
費
等

物件費 1,810 1,493 1,267 △ 226 使用料及び手数料 0 0 0

維持補修費 0 0 0 0 繰入金 0 0 0 0

減価償却費 0 0

小計 12,023 12,038 10,804 △ 1,235 分担金及び負担金 0 0 0

1,408

その他 6,490 6,499 6,892 393 都支出金 0 0 0 0

経
常
費
用

業
務
費
用

人
件
費

職員給与費 4,783 0 0 0

賞与・退職手当引当金繰入額 750 767 695 △ 73 国庫支出金 58,410

4,772 3,217 △ 1,555

経
常
収
入

保険料 0

0

74,903 76,311

事業目的
（最終的に目指す状態）

　先の大戦終結後、中国からの帰国の時期が大幅に遅れた特定中国残留邦人及びその配偶者に対し、生活費等を支給
し、生活の安定を図る。

勘定科目 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a) 勘定科目 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a)

福祉部　福祉政策課

基本計画 施策番号 人とひととが支えあう地域福祉の推進
まち・ひと・しごと

創生総合戦略 － －

根拠法令等 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律

26,363909△ 25,454△ 27,032経常収支差額（Ａ）

特別費用 0 0 0 0

事業概要 事務事業評価シート（令和２年度（２０２０年度）事業）

事務事業名 中国残留邦人への支援 事業類型 補助・負担・支援

予算科目 会計 一般会計 民生費 社会福祉費 社会福祉総務費

担当部課



今後の取組

3年度目標 支援対象者に対する継続支援
2年度末

時点の課題

・支援対象者の高齢化に伴い、介護サービス
利用の必要性が生じているが、言語の壁によ
り意思疎通ができず、継続的な利用ができな
いケースがある。

3年度の取組
支援対象者のニーズ把握に努め、安定した生活を送る
ために必要な支援・情報提供を実施する。

4年度の計画 支援対象者に対する継続支援

目標に対する
事業実績

27世帯36名の特定中国残留邦人及びその配偶者に対
し、生活支援をはじめ各種支援を行った。高齢化によ
り増加する医療費に対し、支援者にジェネリックの利
用を促し、通院時には必ずお薬手帳を持参するように
促し、薬の重複処方のないように努めた。

課題への対応

支援対象者の状況把握に努める。

一部解決

2年度評価 達成
次年度（4年度）

以降の展開
現状維持

事業実績

2年度目標 支援対象者に対する継続支援
元年度末

時点の課題
必要額を見込むことの困難さ（支援対象者の
病態により、医療費の増減が激しいため）
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款 03 項 01 目 01

行政コスト計算書 （単位　千円）

事業の人員体制（会計年度任用職員を除く）

指標と単位当たりコスト

①

⑤

④
単位当たりコスト 円/

単位当たりコスト 円/

13,626.0 △ 3,053
実績による

単位当たりコスト 円/人 10,995 12,536 16,285 3,748
③

成果
指標

社会福祉協議会会員 人 17,030.0 16,679.0

単位当たりコスト 円/箇所 31,207,115 26,136,366
②

活動
指標

地域福祉推進拠点 箇所 6 8 9 1
新たに地域福祉推進拠点を1か所開設したため

その他 人件費比率 ％ 8.3 6.3 4.2 △2.0

24,654,818 △ 1,481,548

小計 187,243 209,091 221,893 12,802

小計 15,875 13,439 9,515 △ 3,924

移転費用 171,368 195,652 212,379 16,726

その他 0

小計 0 0 0 0
0000特別収支差額（Ｂ）

△ 6,109△ 178,654△ 172,545△ 157,118
本年度収支差額

（Ａ）＋（Ｂ）＝（Ｃ）

0

経　常　収　入

主な内訳 社会福祉協議会補助金【212,379千円】

30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a)

2年度 経　常　費　用

―

1.56人 1.56人 1.21人 △ 0.35人

指標名 単位 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a) 指標値の増減要因

徴収不能引当金繰入額 0 0 0 0

0 0 特別収入 0 0 0 0

小計 345 345 128 △ 217

そ
の
他
の
業
務
費
用

支払利息 0 0 0 0

128 △ 217 その他 0 0 1,505 1,505

その他 0 0 0 0 小計 30,125 36,546 43,239 6,693

0

物
件
費
等

物件費 0 0 0 0 使用料及び手数料 0 0 0

維持補修費 0 0 0 0 繰入金 0 0 0 0

減価償却費 345 345

小計 15,530 13,094 9,387 △ 3,707 分担金及び負担金 0 0 0

5,188

その他 0 0 0 0 都支出金 3,400 3,400 3,400 0

経
常
費
用

業
務
費
用

人
件
費

職員給与費 11,306 0 0 0

賞与・退職手当引当金繰入額 4,224 1,814 736 △ 1,077 国庫支出金 26,725

11,280 8,650 △ 2,630

経
常
収
入

保険料 0

0

33,146 38,334

事業目的
（最終的に目指す状態）

　社会福祉法第109条に定める地域福祉の推進を図るため、八王子市社会福祉協議会に対して補助することで、目的を
共にする様々な活動主体と協働し、住民が地域で支えあう環境づくりを進める。

勘定科目 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a) 勘定科目 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a)

福祉部　福祉政策課

基本計画 施策番号 人とひととが支えあう地域福祉の推進
まち・ひと・しごと

創生総合戦略 － －

根拠法令等 社会福祉法、社会福祉法人八王子市社会福祉協議会補助金交付要綱

△ 6,109△ 178,654△ 172,545△ 157,118経常収支差額（Ａ）

特別費用 0 0 0 0

事業概要 事務事業評価シート（令和２年度（２０２０年度）事業）

事務事業名 社会福祉協議会補助金 事業類型 補助・負担・支援

予算科目 会計 一般会計 民生費 社会福祉費 社会福祉総務費

担当部課



今後の取組

3年度目標
社会福祉協議会への補助による第３期地域福祉計画の
推進

2年度末
時点の課題

令和3年度に整備する地域福祉推進拠点の開設
場所の選定、進行管理

3年度の取組
社会福祉協議会への補助による第３期地域福祉計画の
推進

4年度の計画
社会福祉協議会への補助による第３期地域福
祉計画の推進

目標に対する
事業実績

・地域福祉推進拠点の新規整備場所の検討（令和2年
度中の新規整備はなし）

・地域福祉推進の中核的な役割を担う八王子市社会福
祉協議会に対して補助を行った。
【主な補助対象】
　地域福祉推進拠点の運営経費
　社会福祉協議会運営費等
　ボランティアセンター管理運営費
　ボランティア団体等活動支援経費
　ボランティアリーダー養成講座等開催経費

課題への対応

令和2年度は、地域福祉推進拠点恩方の新規整
備を行うとともに、令和3年度に向けた整備場
所の検討を行った。

一部解決

2年度評価 達成
次年度（4年度）

以降の展開
拡充

事業実績

2年度目標 地域福祉推進拠点の整備
元年度末

時点の課題
令和2年度に整備する地域福祉推進拠点の開設
場所の選定、進行管理
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款 03 項 01 目 01

行政コスト計算書 （単位　千円）

事業の人員体制（会計年度任用職員を除く）

指標と単位当たりコスト

①

1,866735△ 1,131△ 671経常収支差額（Ａ）

特別費用 0 0 0 0

事業概要 事務事業評価シート（令和２年度（２０２０年度）事業）

事務事業名 低所得者・離職者対策 事業類型 補助・負担・支援

予算科目 会計 一般会計 民生費 社会福祉費 社会福祉総務費

担当部課 福祉部　生活自立支援課

基本計画 施策番号 社会保障制度の適正な運用
まち・ひと・しごと

創生総合戦略 － －

根拠法令等
受験生チャレンジ支援貸付事業実施要項（東京都）、八王子市低所得者・離職者対策事業（受験生チャレンジ支援貸付
窓口の運営）実施要項

事業目的
（最終的に目指す状態）

高校受験及び大学受験を目指す子どものいる世帯を対象として、受験料や学習支援の費用の貸付を行うことにより、一
定所得以下の世帯の子どもの学習及び受験機会を確保することで、学習意欲の向上を図り、将来の進路選択の幅を広げ
ることを目的とする。

勘定科目 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a) 勘定科目 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a)

経
常
費
用

業
務
費
用

人
件
費

職員給与費 580 0 0 0

賞与・退職手当引当金繰入額 91 335 0 △ 335 国庫支出金 0

795 0 △ 795

経
常
収
入

保険料 0

0

0 0 0

その他 0 0 0 0 都支出金 12,500 12,500 11,500 △ 1,000

小計 671 1,131 0 △ 1,131 分担金及び負担金 0 0 0 0

物
件
費
等

物件費 12,500 12,500 11,500 △ 1,000 使用料及び手数料 0 0 0

維持補修費 0 0 0 0 繰入金 0 0 0 0

減価償却費 0 0 0 0 その他 0 0 735 735

その他 0 0 0 0 小計 12,500 12,500 12,235 △ 265

小計 12,500 12,500 11,500 △ 1,000

そ
の
他
の
業
務
費
用

支払利息 0 0 0 0

徴収不能引当金繰入額 0 0 0 0

0 0 特別収入 0 0 0 0

30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a)

2年度 経　常　費　用

―

0.08人 0.11人 0.00人 △ 0.11人

指標名 単位 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a) 指標値の増減要因

その他 0

小計 0 0 0 0
0000特別収支差額（Ｂ）

1,866735△ 1,131△ 671
本年度収支差額

（Ａ）＋（Ｂ）＝（Ｃ）

0

経　常　収　入

主な内訳 受験生チャレンジ支援事業委託料【11,500千円】

小計 13,171 13,631 11,500 △ 2,131

小計 13,171 13,631 11,500 △ 2,131

移転費用 0 0 0 0

②
活動
指標

貸付相談件数 件 3,370 3,282 2,953 △ 329
他の貸付制度等の支援策の充実

その他 人件費比率 ％ 5.1 8.3 0.0 △8.3

3,894 △ 259

③
成果
指標

貸付決定件数 件 480 438

単位当たりコスト 円/件 3,908 4,153

416 △ 22
他の貸付制度等の支援策の充実

単位当たりコスト 円/件 27,439 31,120 27,644 △ 3,476

④
単位当たりコスト 円/

単位当たりコスト 円/
⑤



事業実績

2年度目標 制度のさらなる周知を実施。
元年度末

時点の課題

平成29年度より東京都が私立含めて学校に直
接配布を開始。市としては学校以外に児童・
生徒、また保護者の目に留まるような制度周
知が必要。

目標に対する
事業実績

支援を必要とする家庭へ必要な情報が確実に届くため
に、チラシの配布及び広報、ホームページなど様々な
媒体を活用して広報を実施。
生活困窮者自立支援制度による無料学習支援教室の会
場へのリーフレット配布。
引き続き校長会などを通じ、学校にも周知を図った。

課題への対応

支援を必要とする家庭への情報提供を確実に
実施する

一部解決

2年度評価 達成
次年度（4年度）

以降の展開
現状維持

今後の取組

3年度目標 制度のさらなる周知を実施。
2年度末

時点の課題
学校以外の場所で児童・生徒、また保護者の
目に留まるような制度周知が必要。

3年度の取組

支援を必要とする家庭へ必要な情報が確実に届くため
に、チラシの配布及び広報、ホームページなど様々な
媒体を活用した広報活動及び校長会などを通じた学校
への周知活動

4年度の計画
支援を必要とする家庭への情報提供を確実に
実施する
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款 03 項 01 目 01

行政コスト計算書 （単位　千円）

事業の人員体制（会計年度任用職員を除く）

指標と単位当たりコスト

①

⑤

④
単位当たりコスト 円/

単位当たりコスト 円/

2.0 1
実績による

単位当たりコスト 円/回 2,952,806 11,653,555 3,418,698 △ 8,234,858
③

活動
指標

会議開催数 回 4.0 1.0

単位当たりコスト 円/箇所 1,968,537 1,456,694
②

活動
指標

地域福祉推進拠点 箇所 6 8 9 1
新たに地域福祉推進拠点を1か所開設したため

その他 人件費比率 ％ 78.4 73.5 72.0 △1.5

759,711 △ 696,984

小計 11,811 11,654 6,837 △ 4,816

小計 11,811 11,654 6,837 △ 4,816

移転費用 0 0 0 0

その他 0

小計 0 0 0 0
0000特別収支差額（Ｂ）

5,491△ 3,652△ 9,143△ 9,265
本年度収支差額

（Ａ）＋（Ｂ）＝（Ｃ）

0

経　常　収　入

主な内訳 委員報酬【192千円】

30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a)

2年度 経　常　費　用

―

0.91人 0.92人 0.61人 △ 0.31人

指標名 単位 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a) 指標値の増減要因

徴収不能引当金繰入額 0 0 0 0

0 0 特別収入 0 0 0 0

小計 2,548 3,087 1,913 △ 1,173

そ
の
他
の
業
務
費
用

支払利息 0 0 0 0

0 △ 2 その他 1,542 1,423 3,042 1,619

その他 0 0 0 0 小計 2,546 2,511 3,186 675

0

物
件
費
等

物件費 2,080 2,791 1,913 △ 878 使用料及び手数料 0 0 0

維持補修費 468 294 0 △ 294 繰入金 0 0 0 0

減価償却費 0 2

小計 9,263 8,567 4,924 △ 3,643 分担金及び負担金 0 0 0

△ 944

その他 264 84 192 108 都支出金 0 0 0 0

経
常
費
用

業
務
費
用

人
件
費

職員給与費 6,595 0 0 0

賞与・退職手当引当金繰入額 2,404 1,830 371 △ 1,459 国庫支出金 1,004

6,652 4,361 △ 2,292

経
常
収
入

保険料 0

0

1,088 144

事業目的
（最終的に目指す状態）

八王子市地域福祉計画の進行管理や評価、福祉に関しての総合的な意見交換・審議を行い、地域福祉の充実を図る。

勘定科目 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a) 勘定科目 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a)

福祉部　福祉政策課

基本計画 施策番号 人とひととが支えあう地域福祉の推進
まち・ひと・しごと

創生総合戦略 － －

根拠法令等 社会福祉法、八王子市社会福祉審議会条例

5,491△ 3,652△ 9,143△ 9,265経常収支差額（Ａ）

特別費用 0 0 0 0

事業概要 事務事業評価シート（令和２年度（２０２０年度）事業）

事務事業名 地域福祉計画の推進 事業類型 調査・企画立案

予算科目 会計 一般会計 民生費 社会福祉費 社会福祉総務費

担当部課



今後の取組

3年度目標 ■第３期地域福祉計画の推進
2年度末

時点の課題
計画の着実な実行

3年度の取組 ■第３期地域福祉計画の推進 4年度の計画 ■第３期地域福祉計画の推進

目標に対する
事業実績

■地域福祉専門分科会
委員数　　　　　　　9名
会議開催回数　　 2回

■地域福祉推進拠点の管理・運営
地域福祉推進拠点（石川、川口、浅川、大和田、由
井、由木、由木東、台町、恩方）

課題への対応

分科会の開催等により計画の進行管理を行っ
た。

解決

2年度評価 達成
次年度（4年度）

以降の展開
拡充

事業実績

2年度目標
■第３期地域福祉計画の推進
■地域福祉推進拠点の管理・運営

元年度末
時点の課題

計画の着実な実行
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款 03 項 01 目 01

行政コスト計算書 （単位　千円）

事業の人員体制（会計年度任用職員を除く）

指標と単位当たりコスト

①

⑤

④
単位当たりコスト 円/

単位当たりコスト 円/

1,460 293
成年後見制度利用に対する需要の高まりによる増

単位当たりコスト 円/件 39,665 46,637 37,424 △ 9,213
③

成果
指標

制度利用相談 件 1,153 1,167

単位当たりコスト 円/回 5,081,590 6,047,314
②

活動
指標

学習会・講演会 回 9 9 5 △ 4
新型コロナウイルス感染症感染拡大に伴う減

その他 人件費比率 ％ 17.0 28.1 25.5 △2.5

10,927,848 4,880,535

小計 45,734 54,426 54,639 213

小計 43,379 51,395 50,962 △ 433

移転費用 2,355 3,031 3,677 646

その他 0

小計 0 0 0 0
0000特別収支差額（Ｂ）

2,699△ 35,242△ 37,941△ 29,860
本年度収支差額

（Ａ）＋（Ｂ）＝（Ｃ）

0

経　常　収　入

主な内訳
福祉サービス総合支援事業委託費【11,001千円】
成年後見あんしん生活創造事業委託費【25,864千円】

30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a)

2年度 経　常　費　用

―

0.99人 1.49人 1.58人 0.09人

指標名 単位 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a) 指標値の増減要因

徴収不能引当金繰入額 0 0 0 0

0 0 特別収入 0 0 0 0

小計 35,583 36,122 37,016 893

そ
の
他
の
業
務
費
用

支払利息 0 0 0 0

0 0 その他 301 11 22 11

その他 0 0 0 0 小計 15,874 16,485 19,397 2,912

0

物
件
費
等

物件費 35,583 36,122 37,016 893 使用料及び手数料 0 0 0

維持補修費 0 0 0 0 繰入金 0 0 0 0

減価償却費 0 0

小計 7,796 15,273 13,947 △ 1,326 分担金及び負担金 0 0 0

385

その他 0 0 0 0 都支出金 14,388 14,944 17,461 2,517

経
常
費
用

業
務
費
用

人
件
費

職員給与費 7,175 0 0 0

賞与・退職手当引当金繰入額 621 4,499 2,651 △ 1,847 国庫支出金 1,185

10,774 11,295 521

経
常
収
入

保険料 0

0

1,530 1,914

事業目的
（最終的に目指す状態）

認知症高齢者、知的障害者、精神障害者等が判断能力の低下により、財産管理や日常生活を営むことが困難となった場
合に、安心して生活を継続できるよう、成年後見制度の積極的な活用を図る。

勘定科目 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a) 勘定科目 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a)

福祉部　福祉政策課、障害者福祉課

基本計画 施策番号 人とひととが支えあう地域福祉の推進
まち・ひと・しごと

創生総合戦略 － －

根拠法令等
民法、成年後見制度利用促進法、八王子市成年後見あんしん生活創造事業実施要綱、八王子市成年後見制度における市
長による審判請求手続等に関する要綱、八王子市成年後見制度利用支援事業実施要綱

2,699△ 35,242△ 37,941△ 29,860経常収支差額（Ａ）

特別費用 0 0 0 0

事業概要 事務事業評価シート（令和２年度（２０２０年度）事業）

事務事業名 成年後見支援 事業類型 補助・負担・支援

予算科目 会計 一般会計 民生費 社会福祉費 社会福祉総務費

担当部課



今後の取組

3年度目標

■成年後見制度の普及・啓発、及び利用促進
判断能力が不十分な知的障害者及び精神障害者等(65
歳未満）及び施設事業者等に成年後見制度について周
知し、障害者の権利擁護を推進する。
■成年後見制度の中核機関として、申立段階における
マッチング支援等について検討する。

2年度末
時点の課題

■令和2年に相談や申請件数が急増した。
他業務と兼任しながら行うため、業務の効率
化が課題である。

3年度の取組

■市長申立についてホームページ等を活用し、成年後
見制度の周知を図る。また、申立てから決定までの時
間の短縮に取り組む。
■適切な後見人等の選任や支援方法を検討するため支
援検討会を継続して実施する。

4年度の計画

■判断能力が不十分な知的障害者及び精神障
害者等の65歳未満の方で、4親等内に親族がい
ない等の理由で成年後見の申立てができない
場合に、市長が審判の申立てを行う。
引き続き成年後見制度利用に係る費用の負担
の困難な者に対し申立費用及び後見人報酬の
助成を行う。

目標に対する
事業実績

【令和2年度実績】
市長申立件数　　12件
報酬助成件数　 16件
市民後見人候補者　35名登録
市民後見人受任検討会　2回開催2件検討
支援検討会　1回開催1件検討

課題への対応

■市長申立て件数の急増に対し、課内で連携
して取組むことで、申立てから決定までの処
理時間の短縮を図った。

一部解決

2年度評価 達成
次年度（4年度）

以降の展開
現状維持

事業実績

2年度目標

■市民後見人の養成及び支援
市民後見人養成基礎講習を開催し、市民後見人候補者
の養成を行う。
■成年後見制度の普及・啓発、及び利用促進
判断能力が不十分な知的障害者及び精神障害者等(65
歳未満）及び施設事業者等に成年後見制度について周
知し、障害者の権利擁護を推進する。

元年度末
時点の課題

■市長申立て等制度利用に際しての、市内部
の連携
親族追跡で戸籍簿等の資料収集を行うが、他
の業務と兼任しながら行うため、申立てまで
に時間を要してしまう。
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款 03 項 01 目 01

行政コスト計算書 （単位　千円）

事業の人員体制（会計年度任用職員を除く）

指標と単位当たりコスト

①

⑤

④
単位当たりコスト 円/

単位当たりコスト 円/

16 0 新型コロナウイルス対策の影響により、結成の促進が図
れなかった。単位当たりコスト 円/数 530,466 437,565 443,962 6,398

③
成果
指標

地域支援組織数 数 14 16

単位当たりコスト 円/回 1,485,305 7,001,033
②

活動
指標

地域支援組織の結成
に関する説明会

回 5 1 1 0 新型コロナウイルス対策の影響により、説明会等の実施
を自粛した。

その他 人件費比率 ％ 90.3 69.6 90.8 21.1

7,103,395 102,362

小計 7,427 7,001 7,103 102

小計 7,427 7,001 7,103 102

移転費用 0 0 0 0

その他 0

小計 0 0 0 0
0000特別収支差額（Ｂ）

△ 1,018△ 7,103△ 6,085△ 7,427
本年度収支差額

（Ａ）＋（Ｂ）＝（Ｃ）

0

経　常　収　入

主な内訳 避難行動要支援者支援システム保守委託料【617千円】

30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a)

2年度 経　常　費　用

―

0.80人 0.62人 0.70人 0.08人

指標名 単位 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a) 指標値の増減要因

徴収不能引当金繰入額 0 0 0 0

0 0 特別収入 0 0 0 0

小計 720 2,126 656 △ 1,469

そ
の
他
の
業
務
費
用

支払利息 0 0 0 0

0 0 その他 0 916 0 △ 916

その他 0 0 0 0 小計 0 916 0 △ 916

0

物
件
費
等

物件費 720 2,126 656 △ 1,469 使用料及び手数料 0 0 0

維持補修費 0 0 0 0 繰入金 0 0 0 0

減価償却費 0 0

小計 6,707 4,875 6,447 1,572 分担金及び負担金 0 0 0

0

その他 0 0 0 0 都支出金 0 0 0 0

経
常
費
用

業
務
費
用

人
件
費

職員給与費 5,798 0 0 0

賞与・退職手当引当金繰入額 908 392 1,443 1,051 国庫支出金 0

4,483 5,004 521

経
常
収
入

保険料 0

0

0 0

事業目的
（最終的に目指す状態）

大災害時に備え避難行動要支援者名簿を整備する。
併せて、要支援者を支援するため、町会、自治会等を単位とする地域支援組織の結成を促進し、災害時の地域共助の仕
組みづくりを進める。

勘定科目 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a) 勘定科目 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a)

福祉部　福祉政策課

基本計画 施策番号 防災体制の充実
まち・ひと・しごと

創生総合戦略 － －

根拠法令等 災害対策基本法、避難支援プラン

△ 1,018△ 7,103△ 6,085△ 7,427経常収支差額（Ａ）

特別費用 0 0 0 0

事業概要 事務事業評価シート（令和２年度（２０２０年度）事業）

事務事業名 避難行動要支援者支援 事業類型 補助・負担・支援

予算科目 会計 一般会計 民生費 社会福祉費 社会福祉総務費

担当部課



今後の取組

3年度目標
災害対策基本法改正に伴い、要支援者支援の仕組みの
見直しを行う。

2年度末
時点の課題

◆要支援者の要件見直し
◆地域支援組織の結成の促進
◆要支援者の個別計画の策定

3年度の取組
◆関係者（社協、民児協、自主防等）との協議
◆避難行動要支援者の要件の検討
◆個別避難計画策定に向けた検討

4年度の計画
◆新たな避要支援者支援の仕組みの運用を開
始する。
◆個別避難計画の策定を開始する。

目標に対する
事業実績

◆要支援者の名簿の更新・配備については、校長会等
の場を利用して効率よく配備することができた。
◆新型コロナウイルス対策の影響により、地域支援組
織の結成促進は図れなかった。

課題への対応

◆要支援者名簿の効率の良い更新・配備方法
の検討を行った。
◆町会自治会連合会や自主防災組織連絡会の
場で、地域支援組織結成の呼びかけを行っ
た。

一部解決

2年度評価 やや不十分
次年度（4年度）

以降の展開
改善

事業実績

2年度目標
◆要支援者名簿の効率の良い更新、配備
◆地域支援組織の結成の促進

元年度末
時点の課題

◆要支援者名簿の更新・配備の業務が煩雑
◆地域支援組織の結成の促進
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款 03 項 01 目 01

行政コスト計算書 （単位　千円）

事業の人員体制（会計年度任用職員を除く）

指標と単位当たりコスト

①

△ 2,906△ 16,828△ 13,922△ 22,811経常収支差額（Ａ）

特別費用 0 0 0 0

事業概要 事務事業評価シート（令和２年度（２０２０年度）事業）

事務事業名 行旅死亡人等取扱費 事業類型 補助・負担・支援

予算科目 会計 一般会計 民生費 社会福祉費 社会福祉総務費

担当部課 福祉部　生活福祉総務課

基本計画 施策番号 人とひととが支えあう地域福祉の推進
まち・ひと・しごと

創生総合戦略 － －

根拠法令等 行旅病人及び行旅死亡人取扱法、墓地埋葬法等に関する法律

事業目的
（最終的に目指す状態）

八王子市で取り扱った身元不明の死体及び引き取り手のいない死体を火葬する。

勘定科目 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a) 勘定科目 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a)

経
常
費
用

業
務
費
用

人
件
費

職員給与費 12,031 0 0 0

賞与・退職手当引当金繰入額 2,967 860 1,764 904 国庫支出金 0

9,834 9,722 △ 112

経
常
収
入

保険料 0

0

0 0 0

その他 0 0 0 0 都支出金 0 0 0 0

小計 14,998 10,694 11,487 793 分担金及び負担金 0 0 0 0

物
件
費
等

物件費 7,966 5,461 6,487 1,027 使用料及び手数料 0 0 0

維持補修費 0 0 0 0 繰入金 0 0 0 0

減価償却費 0 0 0 0 その他 152 2,233 1,146 △ 1,087

その他 0 0 0 0 小計 152 2,233 1,146 △ 1,087

小計 7,966 5,461 6,487 1,027

そ
の
他
の
業
務
費
用

支払利息 0 0 0 0

徴収不能引当金繰入額 0 0 0 0

0 0 特別収入 0 0 0 0

30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a)

2年度 経　常　費　用

葬祭等に係る費用の諸収入【1,146千円】

1.66人 1.36人 1.36人 0.00人

指標名 単位 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a) 指標値の増減要因

その他 0

小計 0 0 0 0
0000特別収支差額（Ｂ）

△ 2,906△ 16,828△ 13,922△ 22,811
本年度収支差額

（Ａ）＋（Ｂ）＝（Ｃ）

0

経　常　収　入

主な内訳 行旅死亡人等に係る取扱費【6,487千円】

小計 22,964 16,155 17,974 1,819

小計 22,964 16,155 17,974 1,819

移転費用 0 0 0 0

②
活動
指標

取扱件数 件 45 37 40 3 実績による（少子高齢化や単身高齢者世帯の増加等の要
因から、長期的には増加傾向にあると考えられる）

その他 人件費比率 ％ 65.3 66.2 63.9 △2.3

449,361 12,741

③

単位当たりコスト 円/件 510,307 436,620

単位当たりコスト 円/

④
単位当たりコスト 円/

単位当たりコスト 円/
⑤



事業実績

2年度目標 法令に基づき着実に事業を実施する。
元年度末

時点の課題
取扱件数の増加

目標に対する
事業実績

取扱件数
　平成29年度　27件
　平成30年度　45件
　令和元年度　37件
　令和２年度　40件

課題への対応

取扱件数は微増

解決

2年度評価 達成
次年度（4年度）

以降の展開
現状維持

今後の取組

3年度目標 法令に基づき着実に事業を実施する。
2年度末

時点の課題
取扱件数の増加

3年度の取組 法令に基づき着実に事業を実施する。 4年度の計画 法令に基づき着実に事業を実施する。
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款 03 項 01 目 01

行政コスト計算書 （単位　千円）

事業の人員体制（会計年度任用職員を除く）

指標と単位当たりコスト

①

⑤

④
単位当たりコスト 円/

単位当たりコスト 円/

単位当たりコスト 円/
③

単位当たりコスト 円/箇所 ― 131,055
②

成果
指標

設置個所数 箇所 ― 3 ― ―
設置実績がないため。

その他 人件費比率 ％ 100.0 100.0 100.0 0.0

― ―

小計 838 393 233 △ 160

小計 838 393 233 △ 160

移転費用 0 0 0 0

その他 0

小計 0 0 0 0
0000特別収支差額（Ｂ）

△ 46△ 406△ 838
本年度収支差額

（Ａ）＋（Ｂ）＝（Ｃ）

0

経　常　収　入

主な内訳 ―

30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a)

2年度 経　常　費　用

―

0.10人 0.05人 0.03人 △ 0.02人

指標名 単位 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a) 指標値の増減要因

徴収不能引当金繰入額 0 0 0 0

0 0 特別収入 0 0 0 0

小計 0 0 0 0

そ
の
他
の
業
務
費
用

支払利息 0 0 0 0

0 0 その他 0 319 113 △ 206

その他 0 0 0 0 小計 0 399 193 △ 206

0

物
件
費
等

物件費 0 0 0 0 使用料及び手数料 0 0 0

維持補修費 0 0 0 0 繰入金 0 0 0 0

減価償却費 0 0

小計 838 393 233 △ 160 分担金及び負担金 0 0 0

0

その他 0 0 0 0 都支出金 0 80 80 0

経
常
費
用

業
務
費
用

人
件
費

職員給与費 725 0 0 0

賞与・退職手当引当金繰入額 114 32 18 △ 13 国庫支出金 0

362 214 △ 147

経
常
収
入

保険料 0

0

0 0

事業目的
（最終的に目指す状態）

高齢者や妊産婦などが円滑に社会参加できる自動車の利用環境を整備し、福祉のまちづくりの推進を図るため、八王子
市内の民間施設等に思いやり駐車スペースを整備しようとする事業者に対して補助金を交付する。

勘定科目 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a) 勘定科目 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a)

福祉部　福祉政策課

基本計画 施策番号 人とひととが支えあう地域福祉の推進
まち・ひと・しごと

創生総合戦略 － －

根拠法令等 令和２年度八王子市思いやり駐車スペース整備事業補助金交付要綱,実施要領

△ 46△ 406△ 838経常収支差額（Ａ）

特別費用 0 0 0 0

事業概要 事務事業評価シート（令和２年度（２０２０年度）事業）

事務事業名 思いやり駐車スペースの普及 事業類型 補助・負担・支援

予算科目 会計 一般会計 民生費 社会福祉費 社会福祉総務費

担当部課



今後の取組

3年度目標
◆補助事業は廃止とし、福まち届出時の協力依頼や、
公共施設への設置を呼び掛けていく。

2年度末
時点の課題

◆公共施設への整備については、引き続き設
置の呼びかけを行う。
◆民間施設については、思いやり駐車スペー
スは整備費がかかる上に福まち条例上施工者
の努力義務であることから、上限16万円で整
備費用の2/3以内の補助程度では呼び水にはな
りえず、一方で、費用対効果から補助額を上
げることも困難である。
◆そこで、今後は補助事業を廃止し、施工者
の自主整備を勧奨できるような意識啓発に力
を入れ、整備を進めることとする。

3年度の取組
◆福まち届出時や、公共施設の新設・改修等にあわ
せ、設置の呼びかけを行う。

4年度の計画
◆福まち届出時や、公共施設の新設・改修等
にあわせ、設置の呼びかけを行う。

目標に対する
事業実績

◆東京都福祉のまちづくり条例の届け出時に施工者に
度々ＰＲを行ったが、整備することにより駐車場の有
効台数の確保に影響が出る等の理由から消極的であ
り、整備に至らなかった。

課題への対応

◆東京都福祉のまちづくり条例の届出時等に
PRを実施

未解決

2年度評価 やや不十分
次年度（4年度）

以降の展開
廃止

事業実績

2年度目標 ◆民間商業施設への思いやり駐車スペース１ケ所整備
元年度末

時点の課題
◆公共施設の設置は進んでいるが、民間施設
の設置実績がない。
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款 03 項 01 目 01

行政コスト計算書 （単位　千円）

事業の人員体制（会計年度任用職員を除く）

指標と単位当たりコスト

①

⑤
成果
指標

再犯者率 ％ 49.3 47.6

④
活動
指標

保護司数 人 147 140

50.4 2.8
実績による

137 △ 3
実績による

単位当たりコスト 円/人 28,383 47,910 25,704 △ 22,206

単位当たりコスト ― ― ― ― ―

― ― 新型コロナウイルス感染症の影響により、イベントを中
止したため単位当たりコスト 円/人 5,196 8,745 ― ―

③
成果
指標

いちょうホールイベント参加者 人 803.0 767.0

単位当たりコスト ― ― ―
②

活動
指標

負担金 千円 550 550 109 △ 441 新型コロナウイルス感染症の影響により、イベントを中
止したため

その他 人件費比率 ％ 86.8 91.8 96.9 5.1

― ―

小計 4,172 6,707 3,521 △ 3,186

小計 3,622 6,157 3,413 △ 2,744

移転費用 550 550 108 △ 442

その他 0

小計 0 0 0 0
0000特別収支差額（Ｂ）

4,019△ 2,688△ 6,707△ 3,397
本年度収支差額

（Ａ）＋（Ｂ）＝（Ｃ）

0

経　常　収　入

主な内訳 社会を明るくする運動実施委員会負担金【108千円】

30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a)

2年度 経　常　費　用

―

0.46人 0.61人 0.44人 △ 0.17人

指標名 単位 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a) 指標値の増減要因

徴収不能引当金繰入額 0 0 0 0

0 0 特別収入 0 0 0 0

小計 0 0 0 0

そ
の
他
の
業
務
費
用

支払利息 0 0 0 0

0 0 その他 776 0 833 833

その他 0 0 0 0 小計 776 0 833 833

0

物
件
費
等

物件費 0 0 0 0 使用料及び手数料 0 0 0

維持補修費 0 0 0 0 繰入金 0 0 0 0

減価償却費 0 0

小計 3,622 6,157 3,413 △ 2,744 分担金及び負担金 0 0 0

0

その他 0 0 0 0 都支出金 0 0 0 0

経
常
費
用

業
務
費
用

人
件
費

職員給与費 3,334 0 0 0

賞与・退職手当引当金繰入額 288 1,747 268 △ 1,479 国庫支出金 0

4,411 3,146 △ 1,265

経
常
収
入

保険料 0

0

0 0

事業目的
（最終的に目指す状態）

犯罪や非行を防止し、安全で安心して暮らせることのできる明るい社会を築くこと及び、犯罪や非行をした人が再び犯
罪や非行をしないようにその立ち直りを支援することを目的に、法務省が主唱する「社会を明るくする運動」に関する
活動を支援する。

勘定科目 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a) 勘定科目 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a)

生活安全部 防犯課

基本計画 施策番号 地域で子どもを育てる環境づくり
まち・ひと・しごと

創生総合戦略 － －

根拠法令等 社会を明るくする運動八王子市実施委員会補助金交付要綱、東京都「社会を明るくする運動」実施要領

4,019△ 2,688△ 6,707△ 3,397経常収支差額（Ａ）

特別費用 0 0 0 0

事業概要 事務事業評価シート（令和２年度（２０２０年度）事業）

事務事業名 社会を明るくする運動実施委員会負担金 事業類型 イベント

予算科目 会計 一般会計 民生費 社会福祉費 社会福祉総務費

担当部課



今後の取組

3年度目標

・犯罪や非行を防止し、安全で安心して暮らすことの
できる明るい社会を築く。
・犯罪や非行をした人が再び犯罪や非行をしないよう
に立ち直りを支援。

2年度末
時点の課題

・コロナ禍における非接触型の広報活動
の実施
・更生保護ボランティアの活動の周知

3年度の取組

・再犯防止・更生保護活動のデジタルツールなどを
活用した周知・啓発
・広報はちおうじ、HP、懸垂幕、横断幕による
広報活動の実施
・社会を明るくする運動作文コンテストの実施

4年度の計画

・再犯防止・更生保護活動のデジタルツール
などを活用した周知・啓発
・広報はちおうじ、HP、懸垂幕、横断幕
による広報活動の実施
・社会を明るくする運動作文コンテスト
の実施

目標に対する
事業実績

・広報活動の実施
広報はちおうじ、HP、懸垂幕（市役所・村内ファー
ニーチャーアクセス）、横断幕（ダイワハウススタジ
アム）
・令和2年度第69回社会を明るくする運動作文
コンテスト表彰式の実施。
（表彰式の様子や受賞作文をHPに掲載）
※新型コロナウイルス感染症により、
一部のイベントは中止・規模縮小とした

課題への対応

・新型コロナウイルス感染症により、一部の
イベントは中止・規模縮小となり、予定して
いた活動はできなかったが、非接触型の周知
活動や感染対策をしたイベントを実施した。

一部解決

2年度評価 やや不十分
次年度（4年度）

以降の展開
改善

事業実績

2年度目標

・再犯防止や更生保護を知らない人に活動を周知し、
理解を深める。
・小中学生を対象に作文を書くことにより、
社明運動に対する理解を深める。

元年度末
時点の課題

・駅頭広報活動の活動時間の見直し
・再犯防止や更生保護を知らない人への周知



編 2 章 1 9

款 03 項 01 目 01

行政コスト計算書 （単位　千円）

―

事業の人員体制（会計年度任用職員を除く）

指標と単位当たりコスト

①

⑤

④
単位当たりコスト 円/

単位当たりコスト 円/

199 △ 34 年度当初コロナの影響で受け入れを縮小、また就労まで
に時間を要する支援対象者が増加傾向にあるため単位当たりコスト 円/人 1,054,160 1,225,124 2,490,757 1,265,632

③
成果
指標

就労決定実績 人 245 233

単位当たりコスト 円/件 169,357 165,769
②

活動
指標

新規相談受付件数 件 1,525 1,722 2,235 513 生活困窮者自立支援制度の周知が図られたことや、各機
関との連携、庁内所管からのつなぎ等が軌道にのったた
め

その他 人件費比率 ％ 44.4 40.7 22.1 △18.6

221,772 56,003

小計 258,269 285,454 495,661 210,207

小計 253,498 282,036 298,078 16,042

移転費用 4,771 3,418 197,582 194,165

その他 0

小計 0 0 0 0
0000特別収支差額（Ｂ）

145,949△ 24,942△ 170,892△ 163,314
本年度収支差額

（Ａ）＋（Ｂ）＝（Ｃ）

0

経　常　収　入

主な内訳
住居確保給付金【197,583千円】
子どもの健全育成学習支援業務委託料【73,466千円】
就労支援業務委託料【50,028千円】

30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a)

2年度 経　常　費　用

―

10.67人 11.57人 11.40人 △ 0.17人

指標名 単位 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a) 指標値の増減要因

徴収不能引当金繰入額 0 0 0 0

0 0 特別収入 0 0 0 0

小計 138,861 165,925 188,519 22,595

そ
の
他
の
業
務
費
用

支払利息 0 0 0 0

0 0 その他 0 0 0 0

その他 0 0 0 0 小計 94,955 114,562 470,718 356,156

0

物
件
費
等

物件費 138,749 165,925 188,519 22,595 使用料及び手数料 0 0 0

維持補修費 112 0 0 0 繰入金 0 0 0 0

減価償却費 0 0

小計 114,637 116,112 109,559 △ 6,553 分担金及び負担金 0 0 0

307,656

その他 12,350 12,775 13,415 641 都支出金 0 0 48,500 48,500

経
常
費
用

業
務
費
用

人
件
費

職員給与費 77,332 0 0 0

賞与・退職手当引当金繰入額 24,955 19,676 14,646 △ 5,029 国庫支出金 94,955

83,661 81,497 △ 2,164

経
常
収
入

保険料 0

0

114,562 422,218

事業目的
（最終的に目指す状態）

　第1のセーフティネットである社会保険、労働保険制度と最後のセーフティネットである生活保護制度の狭間に置か
れている方への支援を、早期に手厚く行う第2のセーフティネットを構築することにより、生活保護に至る前の段階に
おける自立支援策の強化を図り、生活困窮者に対し必要な支援を行う。

勘定科目 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a) 勘定科目 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a)

福祉部　生活自立支援課

基本計画 施策番号 暮らしの相談・支援の充実
まち・ひと・しごと

創生総合戦略 ① ②

根拠法令等 生活困窮者自立支援法、生活保護法

145,949△ 24,942△ 170,892△ 163,314経常収支差額（Ａ）

特別費用 0 0 0 0

事業概要 事務事業評価シート（令和２年度（２０２０年度）事業）

事務事業名 生活困窮者の自立支援 事業類型 普及啓発・情報提供・相談

予算科目 会計 一般会計 民生費 社会福祉費 社会福祉総務費

担当部課



今後の取組

3年度目標

・生活困窮者に対する自立相談支援の早期実施
・学習支援事業を通じた個々の状況に応じた進学や
自立の促進
・訪問支援を通じた社会面・生活面の向上のための
支援

2年度末
時点の課題

・早期の困窮状態における自立相談支援の実
施
・就労に課題を抱えていたり、意欲が低い方
への支援の強化
・学習支援事業への参加率の向上及び対象者
層の拡大
・不登校、高校中退者にも利用しやすい学習
支援事業の実施

3年度の取組

・効果的な支援を実施するための自立相談支援機関
の在り方の検討
・フードパントリー事業の活用等による自立相談支
援機関での相談支援事業に関する周知
・学習支援事業への参加率の向上及び対象者層の拡
大に向けた取組についての検討

4年度の計画

・効果的な支援を実施するための自立相談支
援機関の在り方の検討
・フードパントリー事業の活用等による自立
相談支援機関での相談支援事業に関する周知
・学習支援事業への参加率の向上及び対象者
層の拡大に向けた取組についての検討

目標に対する
事業実績

・制度を知らない方の目に留まる様に、周知方法を
工夫した。　　新規相談受付件数　2,235件
・相談支援員、就労支援員、ハローワーク、就労ア
シスト八王子（委託先）など、関係機関の連携を強
化し、個々の状況に応じた就労支援を実施した。
就労決定実績　199名
・学習支援教室（はち☆スタ）の会場数を拡大し
た。（中学生会場14か所⇒16か所、高校生会場新規1
か所開設）
・不登校、高校中退者など、学び直し希望者への支
援の充実を図るため、基礎から学ぶ学習支援教室を
実施した。
・訪問による支援が必要な中学生・高校生等に対
し、卒業や進学に向けた訪問支援を実施した。

課題への対応

・制度を知らない方の目に留まる様に、周知
方法を工夫し、新規相談受付件数の増加につ
なげた。
・直ちに就労が困難な方に対し、就労準備支
援事業への参加を促し、基礎能力の養成支援
及び就労体験先のマッチングなど、就労へ向
けたきめ細やかな支援を実施
・若者支援策をまとめたリーフレットを作成
し、高校や関係機関との連携強化のために活
用

一部解決

2年度評価 達成
次年度（4年度）

以降の展開
現状維持

事業実績

2年度目標

・生活困窮者に対する自立相談支援の早期実施
・学習支援事業を通じた個々の状況に応じた進学や
自立の促進
・訪問支援を通じた社会面・生活面の向上のための
支援

元年度末
時点の課題

・早期の困窮状態における自立相談支援の実
施
・就労に課題を抱えていたり、意欲が低い方
への支援の強化
・学習支援事業への参加率の向上及び対象者
層の拡大
・不登校、高校中退者にも利用しやすい学習
支援事業の実施
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款 03 項 01 目 01

行政コスト計算書 （単位　千円）

事業の人員体制（会計年度任用職員を除く）

指標と単位当たりコスト

①

△ 775△ 6,208△ 5,433△ 3,952経常収支差額（Ａ）

特別費用 0 0 0 0

事業概要 事務事業評価シート（令和２年度（２０２０年度）事業）

事務事業名 社会福祉施設整備等借入金の利子補給 事業類型 補助・負担・支援

予算科目 会計 一般会計 民生費 社会福祉費 社会福祉総務費

担当部課 福祉部　福祉政策課

基本計画 施策番号 人とひととが支えあう地域福祉の推進
まち・ひと・しごと

創生総合戦略 － －

根拠法令等 八王子市社会福祉施設整備事業資金利子補給費交付要綱

事業目的
（最終的に目指す状態）

社会福祉法人、社会福祉事業を行うことを目的とする一般社団法人等が社会福祉施設の整備事業に必要な資金の融資を
独立行政法人福祉医療機構から受けた場合において、本市が、当該融資を受けた資金の利子の一部を補給することによ
り、設置者の金利負担の軽減を図り、もって福祉の増進に資する。

勘定科目 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a) 勘定科目 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a)

経
常
費
用

業
務
費
用

人
件
費

職員給与費 145 0 0 0

賞与・退職手当引当金繰入額 23 23 26 3 国庫支出金 0

145 143 △ 2

経
常
収
入

保険料 0

0

0 0 0

その他 0 0 0 0 都支出金 0 0 0 0

小計 168 168 169 1 分担金及び負担金 0 0 0 0

物
件
費
等

物件費 0 0 0 0 使用料及び手数料 0 0 0

維持補修費 0 0 0 0 繰入金 0 0 0 0

減価償却費 0 0 0 0 その他 0 0 0 0

その他 0 0 0 0 小計 0 0 0 0

小計 0 0 0 0

そ
の
他
の
業
務
費
用

支払利息 0 0 0 0

徴収不能引当金繰入額 0 0 0 0

0 0 特別収入 0 0 0 0

30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a)

2年度 経　常　費　用

―

0.02人 0.02人 0.02人 0.00人

指標名 単位 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a) 指標値の増減要因

その他 0

小計 0 0 0 0
0000特別収支差額（Ｂ）

△ 775△ 6,208△ 5,433△ 3,952
本年度収支差額

（Ａ）＋（Ｂ）＝（Ｃ）

0

経　常　収　入

主な内訳
八王子市社会福祉施設整備事業資金利子補給費
【6,039千円】

小計 3,952 5,433 6,208 775

小計 168 168 169 1

移転費用 3,784 5,265 6,039 774

②
活動
指標

申請件数 件 4 3 ― ―
実績による

その他 人件費比率 ％ 4.2 3.1 2.7 △0.4

― ―

③

単位当たりコスト 円/件 987,918 1,810,836

単位当たりコスト 円/

④
単位当たりコスト 円/

単位当たりコスト 円/
⑤



事業実績

2年度目標 制度の円滑な補助金執行
元年度末

時点の課題
市から事業者に対する利子補給を四半期ごと
に行っていることによる事務負担。

目標に対する
事業実績

新規交付決定　0件 課題への対応

市から事業者に対する利子補給を四半期ごと
ではなく、年一回とするように要綱を改定。

解決

2年度評価 達成
次年度（4年度）

以降の展開
現状維持

今後の取組

3年度目標 制度の円滑な補助金執行
2年度末

時点の課題
―

3年度の取組 制度の円滑な補助金執行 4年度の計画 制度の円滑な補助金執行
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款 03 項 01 目 01

行政コスト計算書 （単位　千円）

事業の人員体制（会計年度任用職員を除く）

指標と単位当たりコスト

①

⑤

④
単位当たりコスト 円/

単位当たりコスト 円/

単位当たりコスト 円/
③

単位当たりコスト 円/箇所 ― 139,970
②

成果
指標

設置数 箇所 ― 13 ― ― 事業の見直しを行い、元年度で必要な施設への設置が完
了されたと判断し、実施しなかったため。

その他 人件費比率 ％ ― 40.0 100.0 60.0

― ―

小計 ― 1,820 155 △ 1,664

小計 ― 1,820 155 △ 1,664

移転費用 ― 0 0 0

その他 ―

小計 ― 0 0 0
000―特別収支差額（Ｂ）

1,85132△ 1,820―
本年度収支差額

（Ａ）＋（Ｂ）＝（Ｃ）

0

経　常　収　入

主な内訳 ―

30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a)

2年度 経　常　費　用

―

― 0.05人 0.02人 △ 0.03人

指標名 単位 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a) 指標値の増減要因

徴収不能引当金繰入額 ― 0 0 0

0 0 特別収入 ― 0 0 0

小計 ― 1,092 0 △ 1,092

そ
の
他
の
業
務
費
用

支払利息 ― 0 0 0

0 0 その他 ― 0 187 187

その他 ― 0 0 0 小計 ― 0 187 187

0

物
件
費
等

物件費 ― 1,092 0 △ 1,092 使用料及び手数料 0 0 0

維持補修費 ― 0 0 0 繰入金 ― 0 0 0

減価償却費 ― 0

小計 ― 727 155 △ 572 分担金及び負担金 ― 0 0

0

その他 ― 0 0 0 都支出金 ― 0 0 0

経
常
費
用

業
務
費
用

人
件
費

職員給与費 ― 0 0 0

賞与・退職手当引当金繰入額 ― 366 12 △ 354 国庫支出金 ―

362 143 △ 219

経
常
収
入

保険料 ―

―

0 0

事業目的
（最終的に目指す状態）

　高齢者や妊産婦の方などの市施設の利用環境向上を図るとともに、地震災害時等に長時間エレベーターに閉じ込めら
れた際の備えとして、防災用品を収納したエレベーター内防災椅子を設置する。

勘定科目 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a) 勘定科目 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a)

福祉部　福祉政策課

基本計画 施策番号 人とひととが支えあう地域福祉の推進
まち・ひと・しごと

創生総合戦略 － －

根拠法令等 ―

1,85132△ 1,820―経常収支差額（Ａ）

特別費用 ― 0 0 0

事業概要 事務事業評価シート（令和２年度（２０２０年度）事業）

事務事業名 エレベーター内防災椅子の設置 事業類型 その他

予算科目 会計 一般会計 民生費 社会福祉費 社会福祉総務費

担当部課



今後の取組

3年度目標
設置済みのエレベーターチェアの適切な管理方法につ
いて、検討を行う。

2年度末
時点の課題

設置済みのエレベーターチェアの今後の管理
について

3年度の取組
エレベーターチェアを設置している施設の管理者と協
議を行う。

4年度の計画 ―

目標に対する
事業実績

事業の見直しの結果、主要な公共施設には前年度設置
できていることから今年度は設置しなかった。

課題への対応

事業の見直しを行い、エレベーターチェアが
必要な施設の精査を行う。

解決

2年度評価 達成
次年度（4年度）

以降の展開
廃止

事業実績

2年度目標
事業の見直しを行い、エレベーターチェアが必要な施
設の精査を行い、必要と判断されれば設置を行う。

元年度末
時点の課題

予定していた26基のうち13基に設置を行った
が、残りの基にエレベーターチェアが必要か
否かの精査が必要。
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款 03 項 01 目 01

行政コスト計算書 （単位　千円）

事業の人員体制（会計年度任用職員を除く）

指標と単位当たりコスト

①

1,225,067△ 3,554,986△ 4,780,053△ 5,439,292経常収支差額（Ａ）

特別費用 0 0 0 0

事業概要 事務事業評価シート（令和２年度（２０２０年度）事業）

事務事業名 国民健康保険事業特別会計への繰出金 事業類型 内部事務

予算科目 会計 一般会計 民生費 社会福祉費 社会福祉総務費

担当部課 医療保険部　保険年金課

基本計画 施策番号 社会保障制度の適正な運用
まち・ひと・しごと

創生総合戦略 － －

根拠法令等 国民健康保険法、厚生労働省保険局発出文書

事業目的
（最終的に目指す状態）

国民健康保険事業の運営にあたり、必要な経費について一般会計から繰出す。

勘定科目 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a) 勘定科目 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a)

経
常
費
用

業
務
費
用

人
件
費

職員給与費 0 0 0 0

賞与・退職手当引当金繰入額 0 0 0 0 国庫支出金 426,498

0 0 0

経
常
収
入

保険料 0

0

447,643 465,111 17,468

その他 0 0 0 0 都支出金 1,249,824 1,329,302 1,384,270 54,968

小計 0 0 0 0 分担金及び負担金 0 0 0 0

物
件
費
等

物件費 0 0 0 0 使用料及び手数料 0 0 0

維持補修費 0 0 0 0 繰入金 0 0 0 0

減価償却費 0 0 0 0 その他 0 0 0 0

その他 0 0 0 0 小計 1,676,322 1,776,945 1,849,382 72,436

小計 0 0 0 0

そ
の
他
の
業
務
費
用

支払利息 0 0 0 0

徴収不能引当金繰入額 0 0 0 0

0 0 特別収入 0 0 0 0

30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a)

2年度 経　常　費　用

―

― ― ― ―

指標名 単位 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a) 指標値の増減要因

その他 0

小計 0 0 0 0
0000特別収支差額（Ｂ）

1,225,067△ 3,554,986△ 4,780,053△ 5,439,292
本年度収支差額

（Ａ）＋（Ｂ）＝（Ｃ）

0

経　常　収　入

主な内訳 ―

小計 7,115,613 6,556,998 5,404,367 △ 1,152,631

小計 0 0 0 0

移転費用 7,115,613 6,556,998 5,404,367 △ 1,152,631

②

その他 人件費比率 ％ 0.0 0.0 0.0 0.0

③

単位当たりコスト 円/

単位当たりコスト 円/

④
単位当たりコスト 円/

単位当たりコスト 円/
⑤



事業実績

2年度目標
国民健康保険事業の運営にあたり、必要な経費につい
て一般会計から繰出す。

元年度末
時点の課題

国民健康保険制度の都道府県単位化（広域
化）の趣旨を踏まえた法定外繰出（決算補塡
等目的分）の削減

目標に対する
事業実績

法定繰出・・・保険基盤安定分（保険税軽減分・保険
者支援分）、職員給与費等分、出産育児一時金分
法定外繰出・・・その他分

課題への対応

国民健康保険制度の都道府県単位化（広域
化）の趣旨を踏まえた法定外繰出（決算補塡
等目的分）の削減を行った。

一部解決

2年度評価 達成
次年度（4年度）

以降の展開
改善

今後の取組

3年度目標
国民健康保険事業の運営にあたり、必要な経費につい
て一般会計から繰出す。

2年度末
時点の課題

国民健康保険制度の都道府県単位化（広域
化）の趣旨を踏まえた法定外繰出（決算補塡
等目的分）の削減

3年度の取組
国民健康保険制度の都道府県単位化（広域化）の趣旨
を踏まえた法定外繰出（決算補塡等目的分）の削減の
実施。

4年度の計画
国民健康保険制度の都道府県単位化（広域
化）の趣旨を踏まえた法定外繰出（決算補塡
等目的分）の削減の実施。
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款 03 項 01 目 01

行政コスト計算書 （単位　千円）

事業の人員体制（会計年度任用職員を除く）

指標と単位当たりコスト

①

△ 93,134△ 5,818,718△ 5,725,584△ 5,515,463経常収支差額（Ａ）

特別費用 0 0 0 0

事業概要 事務事業評価シート（令和２年度（２０２０年度）事業）

事務事業名 後期高齢者医療特別会計への繰出金 事業類型 内部事務

予算科目 会計 一般会計 民生費 社会福祉費 社会福祉総務費

担当部課 医療保険部　保険年金課

基本計画 施策番号 社会保障制度の適正な運用
まち・ひと・しごと

創生総合戦略 － －

根拠法令等 高齢者の医療の確保に関する法律

事業目的
（最終的に目指す状態）

後期高齢者医療制度の運営にあたり、必要な経費について一般会計から繰出す。

勘定科目 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a) 勘定科目 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a)

経
常
費
用

業
務
費
用

人
件
費

職員給与費 2,174 0 0 0

賞与・退職手当引当金繰入額 341 349 389 40 国庫支出金 0

2,169 2,145 △ 25

経
常
収
入

保険料 0

0

0 0 0

その他 0 0 0 0 都支出金 704,865 728,474 774,524 46,050

小計 2,515 2,518 2,534 16 分担金及び負担金 0 0 0 0

物
件
費
等

物件費 0 0 0 0 使用料及び手数料 0 0 0

維持補修費 0 0 0 0 繰入金 0 0 0 0

減価償却費 0 0 0 0 その他 0 0 0 0

その他 0 0 0 0 小計 704,865 728,474 774,524 46,050

小計 0 0 0 0

そ
の
他
の
業
務
費
用

支払利息 0 0 0 0

徴収不能引当金繰入額 0 0 0 0

0 0 特別収入 0 0 0 0

30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a)

2年度 経　常　費　用

―

0.30人 0.30人 0.30人 0.00人

指標名 単位 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a) 指標値の増減要因

その他 0

小計 0 0 0 0
0000特別収支差額（Ｂ）

△ 93,134△ 5,818,718△ 5,725,584△ 5,515,463
本年度収支差額

（Ａ）＋（Ｂ）＝（Ｃ）

0

経　常　収　入

主な内訳 ―

小計 6,220,329 6,454,058 6,593,242 139,184

小計 2,515 2,518 2,534 16

移転費用 6,217,814 6,451,540 6,590,708 139,168

②

その他 人件費比率 ％ 0.0 0.0 0.0 △0.0

③

単位当たりコスト 円/

単位当たりコスト 円/

④
単位当たりコスト 円/

単位当たりコスト 円/
⑤



事業実績

2年度目標
後期高齢者医療制度の運営にあたり、必要な経費につ
いて一般会計から繰り出し、円滑な事業運営を図る。

元年度末
時点の課題

法令及び広域連合の規約に基づく適正かつ確
実な実施

目標に対する
事業実績

療養給付費負担金・保険基盤安定負担金・事務費負担
金（東京都後期高齢者医療広域連合の事務費）・保険
料軽減措置負担金・職員給与費等分・健康診査費等分
（対前年比　185,000千円増）
→被保険者数の増による医療給付費の増

課題への対応

法令及び広域連合の規約に基づき、適正に実
施した。

解決

2年度評価 達成
次年度（4年度）

以降の展開
現状維持

今後の取組

3年度目標
後期高齢者医療制度の運営にあたり、法令・広域連合
との規約に基づき、必要な経費について一般会計から
繰り出し、円滑な事業運営を実施する。

2年度末
時点の課題

法令及び広域連合の規約に基づく適正かつ確
実な事業実施

3年度の取組

後期高齢者医療制度の運営にあたり、広域連合と連携
するとともに各種負担金について不足が生じないよう
補正等により繰出金の予算措置を行うなど、適正かつ
確実に事業を実施する。

4年度の計画

後期高齢者医療制度の運営にあたり、広域連
合と連携するとともに各種負担金について不
足が生じないよう補正等により繰出金の予算
措置を行うなど、適正かつ確実に事業を実施
する。
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款 03 項 01 目 01

行政コスト計算書 （単位　千円）

事業の人員体制（会計年度任用職員を除く）

指標と単位当たりコスト

①

⑤

④
単位当たりコスト 円/

単位当たりコスト 円/

単位当たりコスト 円/
③

単位当たりコスト 円/
②

その他 人件費比率 ％ 6.9 6.9 4.8 △2.1

小計 115,267 117,306 119,534 2,229

小計 114,563 117,015 119,238 2,223

移転費用 704 291 296 5

その他 0

小計 43 41 38 △ 3
0000特別収支差額（Ｂ）

5,209△ 106,044△ 111,253△ 108,767
本年度収支差額

（Ａ）＋（Ｂ）＝（Ｃ）

0

経　常　収　入

主な内訳
統合福祉システム保守・運用支援委託費【22,529千円】
データセンター移行に係る委託費【8,030千円】

30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a)

2年度 経　常　費　用

―

0.95人 0.95人 0.74人 △ 0.21人

指標名 単位 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a) 指標値の増減要因

徴収不能引当金繰入額 0 0 0 0

0 0 特別収入 0 0 0 0

小計 106,537 108,882 113,460 4,578

そ
の
他
の
業
務
費
用

支払利息 43 41 38 △ 3

78,254 1,029 その他 238 240 6,919 6,679

その他 0 0 0 0 小計 6,500 6,053 13,490 7,437

0

物
件
費
等

物件費 32,808 31,657 35,206 3,549 使用料及び手数料 0 0 0

維持補修費 0 0 0 0 繰入金 0 0 0 0

減価償却費 73,728 77,225

小計 7,983 8,092 5,741 △ 2,352 分担金及び負担金 0 0 0

△ 239

その他 19 118 0 △ 118 都支出金 6,211 4,542 5,539 997

経
常
費
用

業
務
費
用

人
件
費

職員給与費 6,885 0 0 0

賞与・退職手当引当金繰入額 1,079 1,105 450 △ 654 国庫支出金 51

6,869 5,290 △ 1,579

経
常
収
入

保険料 0

0

1,271 1,032

事業目的
（最終的に目指す状態）

【1.電算システム経費】福祉部（福祉政策課・高齢者福祉課・障害者福祉課、生活福祉３課)、こども家庭部（子育て
支援課・児童青少年課、子ども家庭支援センター）及び健康部（保健対策課）で運用している「統合福祉システム」の
維持管理を行う。【２．福祉関係事務費】庶務事務　【３．厚生労働統計調査事務費】社会保障制度における給付と負
担、租税制度における負担が所得の分配に与える影響を所得階層別、世帯及び世帯員の属性別に明らかにし、社会保障
制度の浸透状況、影響度を把握することによって、今後における有効な施策立案の基礎資料を得る。

勘定科目 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a) 勘定科目 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a)

福祉部　福祉政策課

基本計画 施策番号 人とひととが支えあう地域福祉の推進
まち・ひと・しごと

創生総合戦略 － －

根拠法令等 統計法

5,209△ 106,044△ 111,253△ 108,767経常収支差額（Ａ）

特別費用 0 0 0 0

事業概要 事務事業評価シート（令和２年度（２０２０年度）事業）

事務事業名 事務費 事業類型 内部事務

予算科目 会計 一般会計 民生費 社会福祉費 社会福祉総務費

担当部課



今後の取組

3年度目標
新型コロナウイルス感染症の影響が拡大する中、適切
な予算執行を行う。

2年度末
時点の課題

国民生活基礎調査については、新型コロナウ
イルスの影響で調査そのものが中止になって
いる。

3年度の取組
国民生活基礎調査の実施
社会福祉主事の資格取得負担金の支出事務

4年度の計画
国民生活基礎調査の実施
社会福祉主事の資格取得負担金の支出事務

目標に対する
事業実績

令和3年(2021年)1月よりデータセンターでの運用を開
始した。

課題への対応

ベンダー及びデジタル推進室と協議を重ね、
令和3年1月に移行を完了した。

解決

2年度評価 達成
次年度（4年度）

以降の展開
現状維持

事業実績

2年度目標
【電算システム経費】
機器の入れ替えへの対応
サーバのデータセンター移行

元年度末
時点の課題

令和元年度中に実施予定であったサーバーの
データセンターへの移行が延期になってお
り、移行時期の目途が立っていない。
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款 03 項 01 目 01

行政コスト計算書 （単位　千円）

事業の人員体制（会計年度任用職員を除く）

指標と単位当たりコスト

①

―△ 5,075――経常収支差額（Ａ）

特別費用 ― ― 0 ―

事業概要 事務事業評価シート（令和２年度（２０２０年度）事業）

事務事業名 生活困窮者への緊急食品支援 事業類型 補助・負担・支援

予算科目 会計 一般会計 民生費 社会福祉費 社会福祉総務費

担当部課 福祉部　生活自立支援課

基本計画 施策番号 暮らしの相談・支援の充実
まち・ひと・しごと

創生総合戦略 － －

根拠法令等 八王子市生活困窮者への緊急食品支援補助金交付要綱

事業目的
（最終的に目指す状態）

市内で活動するフードバンク団体に対し食品購入費を市が予算の範囲内で補助することにより、新型コロナウイルス
感染拡大防止のための東京都における緊急事態措置等に基づく休業要請等の影響により、離職または収入が減少し、
生活に困窮している市民等を支援する。

勘定科目 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a) 勘定科目 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a)

経
常
費
用

業
務
費
用

人
件
費

職員給与費 ― ― 0 ―

賞与・退職手当引当金繰入額 ― ― 2,558 ― 国庫支出金 ―

― 2,502 ―

経
常
収
入

保険料 ―

―

― 2,700 ―

その他 ― ― 0 ― 都支出金 ― ― 0 ―

小計 ― ― 5,060 ― 分担金及び負担金 ― ― 0 ―

物
件
費
等

物件費 ― ― 0 ― 使用料及び手数料 ― 0 ―

維持補修費 ― ― 0 ― 繰入金 ― ― 0 ―

減価償却費 ― ― 0 ― その他 ― ― 525 ―

その他 ― ― 0 ― 小計 ― ― 3,225 ―

小計 ― ― 0 ―

そ
の
他
の
業
務
費
用

支払利息 ― ― 0 ―

徴収不能引当金繰入額 ― ― 0 ―

0 ― 特別収入 ― ― 0 ―

30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a)

2年度 経　常　費　用

指定寄附【53千円】

― ― 0.35人 ―

指標名 単位 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a) 指標値の増減要因

その他 ―

小計 ― ― 0 ―
―0――特別収支差額（Ｂ）

―△ 5,075――
本年度収支差額

（Ａ）＋（Ｂ）＝（Ｃ）

―

経　常　収　入

主な内訳 生活困窮者への緊急食品支援補助金【3,240千円】

小計 ― ― 8,300 ―

小計 ― ― 5,060 ―

移転費用 ― ― 3,240 ―

②
活動
指標

補助支出団体 団体 ― ― 3 ―
―

その他 人件費比率 ％ ― ― 61.0

2,766,592 ―

③

単位当たりコスト 円/ ― ―

単位当たりコスト 円/

④
単位当たりコスト 円/

単位当たりコスト 円/
⑤



事業実績

2年度目標

新型コロナウイルス感染拡大防止のための東京都に
おける緊急事態措置等に基づく休業要請等の影響に
より、離職または収入が減少し、生活に困窮してい
る市民等の支援

元年度末
時点の課題

―

目標に対する
事業実績

フードバンク団体へ補助金を支出し、食品購入費を
補助したことで、大学や高校やひとり親家庭をはじ
めとした個人に対して食品支援を実施

課題への対応

―

―

2年度評価 達成
次年度（4年度）

以降の展開
廃止

今後の取組

3年度目標
経済状況を踏まえて9月以降の事業の実施について検
討

2年度末
時点の課題

繰越明許費を設定しており、令和3年4月～9月
までの食品支援補助金の支出は実施するが、
その先は実施未定

3年度の取組

新型コロナウイルス感染症による経済状況の低迷が
見込まれることから、ふるさと納税を財源として、
令和3年4月～9月まで引き続き実施（繰越明許費を設
定）
9月以降については経済状況等を踏まえて検討

4年度の計画 経済状況を踏まえて事業の実施について検討
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款 03 項 01 目 01

行政コスト計算書 （単位　千円）

事業の人員体制（会計年度任用職員を除く）

指標と単位当たりコスト

①

―△ 10,843――経常収支差額（Ａ）

特別費用 ― ― 0 ―

事業概要 事務事業評価シート（令和２年度（２０２０年度）事業）

事務事業名 フードパントリー開設支援 事業類型 補助・負担・支援

予算科目 会計 一般会計 民生費 社会福祉費 社会福祉総務費

担当部課 福祉部　生活自立支援課

基本計画 施策番号 暮らしの相談・支援の充実
まち・ひと・しごと

創生総合戦略 － －

根拠法令等 八王子市フードパントリー設置補助金交付要綱

事業目的
（最終的に目指す状態）

市内において生活困窮者等に対する食料提供と同時に、生活の状況や食以外の困りごと等について話を聴くことで、
相談支援窓口を利用していない生活困窮者を適切な相談支援機関等につなぐための支援を行う拠点を新たに整備し、
生活困窮者を早期に発見、早期自立に向けた支援を行う

勘定科目 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a) 勘定科目 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a)

経
常
費
用

業
務
費
用

人
件
費

職員給与費 ― ― 0 ―

賞与・退職手当引当金繰入額 ― ― 5,481 ― 国庫支出金 ―

― 5,362 ―

経
常
収
入

保険料 ―

―

― 0 ―

その他 ― ― 0 ― 都支出金 ― ― 7,979 ―

小計 ― ― 10,842 ― 分担金及び負担金 ― ― 0 ―

物
件
費
等

物件費 ― ― 0 ― 使用料及び手数料 ― 0 ―

維持補修費 ― ― 0 ― 繰入金 ― ― 0 ―

減価償却費 ― ― 0 ― その他 ― ― 0 ―

その他 ― ― 0 ― 小計 ― ― 7,979 ―

小計 ― ― 0 ―

そ
の
他
の
業
務
費
用

支払利息 ― ― 0 ―

徴収不能引当金繰入額 ― ― 0 ―

0 ― 特別収入 ― ― 0 ―

30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a)

2年度 経　常　費　用

―

― ― 0.75人 ―

指標名 単位 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a) 指標値の増減要因

その他 ―

小計 ― ― 0 ―
―0――特別収支差額（Ｂ）

―△ 10,843――
本年度収支差額

（Ａ）＋（Ｂ）＝（Ｃ）

―

経　常　収　入

主な内訳 フードパントリー設置補助金【7,980千円】

小計 ― ― 18,822 ―

小計 ― ― 10,842 ―

移転費用 ― ― 7,980 ―

②
活動
指標

補助支出団体 団体 ― ― 3 ―
―

その他 人件費比率 ％ ― ― 57.6

6,273,959 ―

③

単位当たりコスト 円/団体 ― ―

単位当たりコスト 円/

④
単位当たりコスト 円/

単位当たりコスト 円/
⑤



事業実績

2年度目標 フードパントリーの新規開設
元年度末

時点の課題
―

目標に対する
事業実績

団体と調整し開設に向けた準備を実施 課題への対応

―

―

2年度評価 達成
次年度（4年度）

以降の展開
縮小

今後の取組

3年度目標
フードパントリー設置空白地域におけるフードパン
トリー開設

2年度末
時点の課題

フードパントリー設置空白地域でのフードパ
ントリー事業の実施

3年度の取組
地域福祉推進拠点ごとに1か所設置を目標として団体
と調整

4年度の計画
地域福祉推進拠点ごとに1か所設置を目標とし
て団体と調整




